
瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

平成２４年３月３０日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市規則第８号 

瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年瀬戸市規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（病気休暇） （病気休暇） 

第１４条 病気休暇の期間は、療養のため勤務し

ないことがやむを得ないと認められる必要最小

限度の期間とする。ただし、次に掲げる場合以

外の場合における病気休暇（以下この条におい

て「特定病気休暇」という。）の期間は、次に

掲げる場合における病気休暇を使用した日その

他の市長が定める日（以下この条において「除

外日」という。）を除いて連続して９０日を超

えることはできない。 

第１４条 病気休暇の期間は、療養のため勤務し

ないことがやむを得ないと認められる必要最小

限度の期間とする。 

⑴ 生理日の就業が著しく困難な場合  

⑵ 公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又

は通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年

法律第１２１号）第２条第２項及び第３項に

規定する通勤をいう。）により負傷し、若し

くは疾病にかかった場合 

 

⑶ その他市長が定める場合  

２ 前項ただし書、次項及び第４項の規定の適用

については、連続する８日以上の期間（当該期

 



間における週休日等以外の日の日数が少ない場

合として市長が定める場合にあっては、その日

数を考慮して市長が定める期間）の特定病気休

暇を使用した職員（この項の規定により特定病

気休暇の期間が連続しているものとみなされた

職員を含む。）が、除外日を除いて連続して使

用した特定病気休暇の期間の末日の翌日から、

１回の勤務に割り振られた勤務時間（１回の勤

務に割り振られた勤務時間の一部に育児休業法

第１９条第１項に規定する部分休業の承認を受

けて勤務しない時間その他の市長が定める時間

（以下この項において「部分休業等」とい

う。）がある場合にあっては、１回の勤務に割

り振られた勤務時間のうち、部分休業等以外の

勤務時間）のすべてを勤務した日の日数（第４

項において「実勤務日数」という。）が２０日

に達する日までの間に、再度の特定病気休暇を

使用したときは、当該再度の特定病気休暇の期

間と直前の特定病気休暇の期間は連続している

ものとみなす。 

３ 使用した特定病気休暇の期間が除外日を除い

て連続して９０日に達した場合において、９０

日に達した日後においても引き続き負傷又は疾

病（当該負傷又は疾病の症状等が、当該使用し

た特定病気休暇の期間の初日から当該負傷を

し、又は疾病にかかった日（以下この項におい

て「特定負傷等の日」という。）の前日までの

期間における特定病気休暇に係る負傷又は疾病

の症状等と明らかに異なるものに限る。以下こ

の項において「特定負傷等」という。）のため

療養する必要があり、勤務しないことがやむを

得ないと認められるときは、第１項ただし書の

規定にかかわらず、当該９０日に達した日の翌

日以後の日においても、当該特定負傷等に係る

特定病気休暇を承認することができる。この場

 



合において、特定負傷等の日以後における特定

病気休暇の期間は、除外日を除いて連続して９

０日を超えることはできない。 

４ 使用した特定病気休暇の期間が除外日を除い

て連続して９０日に達した場合において、９０

日に達した日の翌日から実勤務日数が２０日に

達する日までの間に、その症状等が当該使用し

た特定病気休暇の期間における特定病気休暇に

係る負傷又は疾病等と明らかに異なる負傷又は

疾病のため療養する必要が生じ、勤務しないこ

とがやむを得ないと認められるときは、第１項

ただし書の規定にかかわらず、当該負傷又は疾

病に係る特定病気休暇を承認することができ

る。この場合において当該特定病気休暇の期間

は、除外日を除いて連続して９０日を超えるこ

とはできない。 

 

５ 療養期間中の週休日、休日、代休日その他の

病気休暇の日以外の勤務しない日は、第１項た

だし書及び第２項から前項までの規定の適用に

ついては、特定病気休暇を使用した日とみな

す。 

 

６ 第１項ただし書及び第２項から前項までの規

定は、臨時的任用職員（法第２２条第５項の規

定により任用された職員をいう。）及び条件付

採用期間中の職員には適用しない。 

 

  

附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

 


